様式第１９号（特別代理人選任申請書）
令和　　年　　月　　日

　滋賀県知事　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校法人名　　　　　　　　　
                                              理事長　　　　　　　　　　　　　　　
特別代理人選任申請書

　私立学校法第４０条の４の規定により、学校法人○○○○ 特別代理人を選任されたく、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　申請理由書（２ページに例）　

２　理事会議事録（写し）（必要があれば評議員会）（原本証明が必要）
1 売買等契約内容の記載

2 契約締結について審議、承認されていることの記載ことが記載されていること

3 特別代理人の選任について審議・承認されていることが記載されていること

３　特別代理人の就任承諾書（学校法人理事長あて、印鑑は印鑑証明のものと同じ）
４　特別代理人の履歴書・印鑑証明書・身分証明書

５　売買（貸借）契約書（案）

６　当該物件の登記簿謄本

７　図面（位置図・公図写・平面図 等）

８　不動産鑑定評価書（売買契約に係る場合）

９　寄附行為

10　参考資料（土地等利用計画書等）

11　事務担当者連絡表

12　その他知事が必要と認める書類
申請は、総務部私学・県立大学振興課と事前相談のうえ、行うこと。
※特別代理人の選任について（３ページ）
（１　申請理由書例）
申 請 理 由 書

（１）利益相反事項の内容

　　　（契約の内容を具体的に記入してください。）
　　（例）学校法人の理事長が、個人としての同理事長とグランド用地取得のため、土地売買契約を締結するにあたって利益相反事項が生じるためです。

（２）特別代理人候補者と理事長等に利害関係がない旨の記載

　　　今回特別代理人として理事会で選任された○○○○は３親等以内の親族ではなく、理事長との間には、利益は互いに影響しない関係です。

（３）売買物件の表示

　１） 所在 ○○市○○町○○町目

　　２） 地番 ○○番○○

　３） 地目 ○○

　　４） 地積 ○○○．○○㎡

（複数ある場合は、列記してください。）
特別代理人の選任について
（1） 学校法人と理事との間の利益相反行為については、私立学校法第４０条の４の規定により、特別代理人の選任が必要となります。
（2） 同条に違反して、学校法人と理事との利益相反事項について当該理事の行った法律行為は、無権代理行為とみなされ、学校法人に対して効力を持ちません。
（3） 特別代理人の選任は、私立学校法第４０条の４の規定により、所轄庁が利害関係人の請求または職権により行うこととされています。
　　　　候補者については、通常、学校法人が所轄庁に対し推薦することとなります。
　　　　（推薦例：他の理事、弁護士等）
（４）利益相反事項の主な事例は以下のとおりです。
　　・学校法人の代表者である理事長と、個人としての同理事長とが、売買等の契約を
　　　結ぶ場合。
　　・学校法人の代表者である理事長と、別法人の代表者でもある同理事長とが売買契
　　　約を結ぶ場合。
（５）寄附行為において、理事長のみに代表権を制限していない場合は、代表権を有す
　　　る他の理事が契約当事者となればよいので、特別代理人の選任の必要はありませ
　　　ん。
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